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　　　　（単位：円）

資  　産  　の  　部

本  年  度  末 前  年  度  末   増　　　　減

　固 　定　 資　 産 93,453,857,843 88,249,220,060 5,204,637,783

有  形  固  定  資  産 53,931,868,540 50,318,382,670 3,613,485,870
土 地 9,343,367,496 9,343,367,496 0
建 物 28,351,213,292 28,316,222,861 34,990,431
構 築 物 1,152,973,338 1,229,457,056 △76,483,718
教 育 研 究 用 機 器 備 品 2,749,676,312 2,802,297,375 △52,621,063
そ の 他 の 機 器 備 品 169,842,251 64,316,395 105,525,856
図 書 1,921,389,064 1,919,425,172 1,963,892
車 両 70,786,467 89,062,315 △18,275,848
建 設 仮 勘 定 10,172,620,320 6,554,234,000 3,618,386,320

その他の固定資産 39,521,989,303 37,930,837,390 1,591,151,913
有 価 証 券 61,300,000 61,000,000 300,000
長 期 貸 付 金 492,780,073 514,659,030 △21,878,957
教 育 環 境 整 備 資 金 特 定 資 産 4,324,695,000 5,545,766,000 △1,221,071,000
校 舎 改 修 準 備 資 金 特 定 預 金 2,640,714,230 2,806,912,360 △166,198,130
第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 9,000,000,000 9,000,000,000 0
退 職 資 金 特 定 資 産 2,000,000,000 2,000,000,000 0
減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 18,000,000,000 15,000,000,000 3,000,000,000
産学連携共同研究基金特定資産 3,000,000,000 3,000,000,000 0
差 入 保 証 金 2,500,000 2,500,000 0

　流　  動  　資　  産 15,395,008,544 18,264,126,293 △2,869,117,749
現 金 預 金 14,754,117,493 17,662,893,497 △2,908,776,004
未 収 入 金 506,940,508 485,093,645 21,846,863
前 払 金 133,950,543 116,139,151 17,811,392

　資　産　の　部　合　計 108,848,866,387 106,513,346,353 2,335,520,034

貸　　借　　対　　照　　表

平成22年3月31日

 科　　      　目
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　負 　債　 の　 部

       科　　　　　目 本年度末 前年度末 増　　　　減

　固  　定 　 負　  債 3,565,126,793 3,615,702,353 △50,575,560
退 職 給 与 引 当 金 3,565,126,793 3,615,702,353 △50,575,560

　流  　動  　負  　債 6,482,088,405 6,649,587,561 △167,499,156
未 払 金 348,042,386 359,285,105 △11,242,719
前 受 金 5,819,532,877 5,982,012,484 △162,479,607
預 り 金 314,513,142 308,289,972 6,223,170

　負　債　の　部　合　計 10,047,215,198 10,265,289,914 △218,074,716

基　本　金　の　部

科　　　　　目 本年度末 前年度末 増　　　　減

第  1  号  基  本  金 80,663,395,951 75,500,842,245 5,162,553,706

第  2  号  基  本  金 6,965,409,230 8,352,678,360 △1,387,269,130

第  3  号  基  本  金 9,000,000,000 9,000,000,000 0

第  4  号  基  本  金 942,000,000 896,000,000 46,000,000

　基   本   金   の  部  合  計 97,570,805,181 93,749,520,605 3,821,284,576

　消 費 収 支 差 額 の 部

       科　　　　　目 本年度末 前年度末 増　　　　減

翌年度繰越消費収入超過額 1,230,846,008 2,498,535,834 △1,267,689,826

消費収支差額の部合計 1,230,846,008 2,498,535,834 △1,267,689,826

       科　　　　　目 本年度末 前年度末 増　　　　減

負 債 の 部、基 本 金の部

及び消費収支差額の部合計 108,848,866,387 106,513,346,353 2,335,520,034

注記

1. 重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準　

　1） 徴収不能引当金

　　　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　2） 退職給与引当金

　　　退職金の支給に備えるため、期末要支給額 4,898,162,300 円を基にして、私立大学退職金財団に

　　　対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額の100％を計上している。

(2) その他の重要な会計方針

　1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　・ 満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。

　　　・ 有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

　2)　外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建短期金銭債権については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権

　　　については、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。
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　3) 所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

2. 重要な会計方針の変更等

　　　「リース取引に関する会計処理について（通知）」（20高私参第2号）及び「ソフトウエアに関する会計

　　　処理について（通知）」（20高私参第3号）の発出に伴い、当会計年度から当該通知によっている。

　　　なお、この変更による計算書類に与える影響はない。

3. 減価償却額の累計額の合計額　　 円

4. 徴収不能引当金の合計額　 0 円

5. 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。　 円

6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1) 有価証券時価情報

   1) ユーロ円債 (単位：円)

250,000

( ) ( ) （ 250,000 )

△ 7,352,490,000

( ) ( ) （ △ 7,352,490,000 )

△ 7,352,240,000

( ) ( ) （ △ 7,352,240,000 )

　（注）貸借対照表計上額と時価との差額について

　　　　ユーロ円債は主にパワーデﾕアル債で、外国通貨との金利差や長期スワップレートを利用して高配当を実現す

　　　　る商品である。債券の発行体は、世界銀行を中心に格付AAA主体の円建て債であり、支払能力には懸念なし。

　　　　超長期債であること、また為替や金利の動向により影響を受けるので時価評価が低く出る場合があるが、債券

　　　　の償還を早めるよう、トリガーの設定など工夫している。償還となるまで保有するもの。

　　　　なお、年度末の時価評価が簿価の50％未満の債券について、格付けがＡＡＡ未満を対象に評価減を行った。

   2) 外国国債 (単位：円)

△ 244,129,781

( ) ( ) （ △ 244,129,781 )

△ 244,129,781

( ) ( ) （ △ 244,129,781 )

　（注）外国国債は、米国債（クーポン5.0％、平成23年8月15日満期）を保有している。

1,482,325,000 1,482,575,000

1,482,325,000 1,482,575,000

26,731,527,411

0

0

当年度 ( 平成22年3月31日 )

差　　　額貸借対照表計上額

　時価が貸借対照表計上額を超えるもの

時　　　価

( うち満期保有目的の債券 )

　時価が貸借対照表計上額を超えないもの

当年度 ( 平成22年3月31日 )

　時価が貸借対照表計上額を超えるもの

貸借対照表計上額

1,377,357,300 1,133,227,519

差　　　額時　　　価

( うち満期保有目的の債券 )

( うち満期保有目的の債券 )

合　　　　　計

1,377,357,300 1,133,227,519

1,377,357,300 1,133,227,519

1,377,357,300 1,133,227,519

( うち満期保有目的の債券 )

( うち満期保有目的の債券 )

　時価が貸借対照表計上額を超えないもの

( うち満期保有目的の債券 )

合　　　　　計

21,500,000,000

22,982,325,000

21,500,000,000

22,982,325,000

14,147,510,000

14,147,510,000

15,630,085,000

15,630,085,000
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   3) 国内社債

( ） ( ） （ )

( ） ( ） （ )

　（注）1銘柄。期限前償還条項付社債（クーポン2.75％、平成29年4月25日満期）を保有している。

   4)投資信託

( ） ( ） （ )

( ） ( ） （ )

　（注）銘柄　グローバルソブリン・オープン（毎月決算型）

   5) デリバティブ取引 なし

(2) 学校法人の出資による会社に係る事項

　   当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

　①　名称及び事業内容 株式会社　シー・アイ・ティ・サービス

教科書・文具等の販売、学生食堂、清掃・植栽業務の委託

　②　資本金の額 円

　③　学校法人の出資金額及び当該会社の総株式に占める割合並びに当該株式の入手日

平成8年4月1日　　 円 株

総出資金額に占める割合  100 ％ ％

　④　当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

　　　　受け入れた配当金 0 円

　　　　受け入れた寄附金 円

　　　　当該会社への支払額 消耗品他 円

　　　　当該会社への未払金 期末残高 円

　⑤　 当該会社の債務に係る保証債務

　　　　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

(3) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　次のとおりである。　平成21年3月31日以前に開始したリース取引

　 　リース資産の種類 未経過リース料期末残高

　　教育研究用機器備品 円 0 円

(4) 関連当事者との取引 なし

　　 リース料総額

701,862,840

1,000,000,000 1,027,940,000 27,940,000

1,000,000,000 1,027,940,000 27,940,000

329,711,661

4,044,579

0

0

0

△ 272,598,870

2,000,000,000 1,727,401,130

0 0

貸借対照表計上額

2,000,000,000

0

1,727,401,130

0( うち満期保有目的の債券 )

( うち満期保有目的の債券 )

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

合　　　　　計

1,000

100

50,000,000

50,000,000

△ 272,598,870

( うち満期保有目的の債券 )

差　　　額

時　　　価 差　　　額

当年度 ( 平成22年3月31日 )

( うち満期保有目的の債券 )

合　　　　　計

( うち満期保有目的の債券 )

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

( うち満期保有目的の債券 )

1,000,000,000

（単位：円）

（単位：円）

当年度 ( 平成22年3月31日 )

27,940,000

貸借対照表計上額 時　　　価

27,940,0001,027,940,000

1,027,940,000

1,000,000,000
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